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第１章　地方公務員災害補償制度
 1　災害補償制度の概要

 (1)　災害補償制度の意義

地方公務員災害補償法(昭和42年12月1日施行。以下「地公災法」という。)でいう災害補償とは、常時勤務することを要する地方公務員等（以下「常勤職員」又は単に「職員」という。）の公務上の災害又は通勤による災害によって生じた身体的損害を、地方公務員災害補償基金（以下「基金」という。）が地方公共団体に代わって補償する制度をいいます。

公務上の災害（以下「公務災害」という。）に対する補償は、使用者が労働者を支配管理し得る範囲において、過失の有無にかかわらず被用者の受けた損害を補償すべき責任を課する、いわゆる無過失責任を基礎とする制度です。従って、災害補償とは、被用者が業務に起因して受けた身体的損害－負傷、疾病、障害又は死亡－の発生について、使用者が自己の過失の有無にかかわらず、その損害を補てんするものということができます。

災害補償のうち公務災害は使用者の支配管理下の行為に対して補てんされるのに対して、通勤による災害（以下「通勤災害」という。）については若干その背景を異にします。通勤という行為は、未だ使用者の支配管理下にない行為ですので、その間に生じた災害を使用者が補てんすべき災害として取り扱うことは適当でないといえます。しかしながら、通勤行為は労務の提供と密接不可分の関係にあり、かつ、通勤に伴う災害が不可避的な社会的危険であると認められるようになったことから、何らかの社会的保護制度により対処すべきものと考えられるようになり、昭和48年に災害補償制度の一つとして通勤災害補償制度が創設されました。

 (2)　災害補償制度の特徴
常勤職員（再任用の短時間勤務職員及び常勤的非常勤職員を含む。後記(4)及び(5)参照。）の災害補償制度には、次の特徴があります。

ア　補償は基金が行うこと

災害補償責任は、本来的には地方公共団体に存するものですが、迅速かつ公正な補償を統一的、専門的に実施するために地方公共団体に代わって基金が補償を行うこととされており、これにより、地方公共団体の補償責任は基金に移り、その限りで地方公共団体は免責されることになります。

　基金は地公災法によって設置された法人で、主たる事務所（本部）を東京都に、従たる事務所（支部）を都道府県及び指定都市に置いています。

イ　請求主義であること

基金は被災職員の使用者ではなく災害の事実を知り得る立場にありませんので、被災職員又は遺族は、まず、基金に対して任命権者を経由して公務災害又は通勤災害の認定請求を行うことが必要です。その後、基金が公務上の災害又は通勤災害該当と認定したうえで、更に、被災職員等からの補償請求があってはじめて基金は具体的な補償を行うこととなります。

したがって、被災職員が死亡、入院等のため自ら請求手続きをとることができない場合は、任命権者又は所属長の指導、助力が特に必要となります。

ただし、公務上又は通勤災害該当と認定された災害に係る療養の開始後1年6か月を経過しても治ゆせず、傷病等級に該当するときに支給される「傷病補償年金」の支給決定は、基金が

職権で行うこととなっていますので請求は不要です。

ウ　使用者の過失の有無を問わないこと

災害補償制度は、使用者の支配管理下において被用者が被った災害について、使用者の責任を客観的に定めるものであり、故意、過失という主観的な帰責事由に基づいて、原因者の責任を相対的に決定する民事上の損害賠償制度とは基本的に異なるものであり、使用者の過失の有無に関係なく補償が行われます。

エ　補償の対象は身体的損害のみであること

物質的損害（車の修理代等）、精神的損害（慰謝料）は補償の対象とはなりません。

ウで述べたとおり、災害補償制度では無過失責任主義を採用し、その災害が公務に起因する場合には、類型化された客観的な基準により、一定の補償を行うこととしているためです。

オ　補償は各地方公共団体からの負担金で賄われていること

地方公共団体は、職員の給与の総額に職種ごとに定められた負担金率及び理事長が定める率をそれぞれを乗じて算出される金額を負担金として基金に納付することとなっていますが、この負担金が補償や福祉事業の給付の財源となっています。（第5章　1負担金　参照。）

カ　審査請求は二審制が選択できること
基金支部が行う補償に関する決定に不服がある者は、基金支部審査会に対して審査請求をし、その裁決に不服がある者は、基金本部審査会に対して再審査請求をすることができます。なお、平成28年の改正法施行により、基金支部審査会の裁決に不服がある者は、再審査請求を行わず、裁判所へ訴えを提起することができることとされました。
また、基金支部が行う福祉事業に関する決定は、補償に関する決定ではなく審査請求をすることはできませんが、その決定を行った支部長に対して不服の申出をすることができます。

（第5章　2不服申立て　参照。）  

 (3)　災害補償制度の適用関係
地方公務員の公務災害又は通勤災害に対する補償は、常勤職員については地公災法の規定により、基金がその実施にあたり、非常勤職員については地公災法に基づく条例、労働者災害補償保険法、消防組織法に基づく条例、公立学校の学校医・学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律に基づく条例等により、地方公共団体等が実施することになっています。

　外郭団体等に派遣されている職員について

「公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律」に基づいて、民間団体（民法第34条法人、民間会社等）やいわゆる外郭団体（公社、公団等）に職員が派遣される場合がありますが、当該者は任命権者の支配管理下から離れるため、派遣先の業務遂行中に被った災害については、一般的には地公災法の対象とはなりません。（当該職員に係る災害については、一般的には労働者災害補償保険法の対象となるものです。）

	※　このような派遣等職員の災害については、災害があってから補償はどこが実施するのかと

いった相談が見受けられますが、事前にその点を明らかにした上で派遣等するよう留意して

ください。


　普通地方公共団体の長（他の特別職の職員を含む。）または職員が、広域連合や一部事務組合の長（管理者）または職員（兼務職が議会の議員の場合を除く。）を兼ねている場合は、それぞれの団体において常勤の職員として扱うこととなっています。

 (4)　再任用制度に基づく職員
高齢者の知識・経験を活用し、高齢職員の雇用を促進するため、平成13年4月から導入された一般職の地方公務員の新たな再任用制度に基づく職員の災害補償は、常勤職員と同様に基金で行われます。

再任用職員のうち常時勤務職員については、勤務時間が常勤職員と同様ですので、常勤職員として扱うこととなります。

(5)　施行令第１条に定める職員（令第１条職員） 　
 ア　再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員
地公災法は、常時勤務に服することを要しない地方公務員（以下「非常勤職員」という。）についても、その勤務形態が常勤職員に準ずる者で政令で定めるものについては適用対象職員としており（法第2条）、再任用職員及び任期付職員のうち短時間勤務職員については、職員の種類及び勤務の態様、給与、職務の内容等から、常勤職員に準ずる者として、地公災法の対象とされています。（施行令第1条第1項第1号）
 イ　常勤的非常勤職員

再任用の短時間勤務職員以外の非常勤職員であっても、一定の要件を満たす者については、その勤務形態が常勤職員に準ずる者（常勤的非常勤職員）として、適用対象職員としています（施行令第1条第1項第2号）。

常勤的非常勤職員の要件等は次のとおりです。

（ア）常勤的非常勤職員の要件

1 　雇用関係が事実上継続していると認められる場合において、常勤職員について定められている勤務時間以上勤務した日が18日（ただし、土・日、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び年末年始の休日を除いた日数が20日に満たない月は、18日から20日と当該日数との差に相当する日数を減じた日数（例：19日の場合、18－（20－19）＝17日））以上ある月が引き続いて12か月を超えていること。
②　①の12か月を超えるに至った日以後も引き続き当該勤務時間により勤務することを要する

とされていること。

（イ）常勤的非常勤職員となる日

（ア）の要件を満たし、（ア）①の勤務月が12か月を超えるに至った日。

（ウ）留意事項

1 　1日の勤務時間、1か月の勤務日数等については、辞令及び雇用契約書等の勤務時間の定　　　　　　　　　　　　　　　　　

め、出勤簿及び給与支払簿等により確認します。

2 12か月以上の雇用関係の継続については、辞令及び雇用契約書等の雇用期間から確認します。任用が１日ないし数日の間を空けて再度行われる場合においても、任用の終了時にあらかじめ、任命権者と職員との間で次の任用の予定が明らかであるような事実が認められるなど、事実上、任用関係が中断することなく存続していると、勤務の実態に照らして判断される場合には、この期間を引き続く期間として取り扱うことになります。
3 1か月の勤務日数については、暦の月（月の初日～月末まで）ごとに所定の日数以上あるか否かを問うものであり、単に雇用の日から12か月間の勤務日数を12で除して計算するものではありません。
令第１条職員は地公災法の適用対象職員ですので、負担金の納付についても留意が必要です。（第5章　1負担金　参照。）

　地方公務員法第22条の３第１項又は第４項、地方公務員の育児休業等に関する法律第６条第１項第２号又は女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律第３条第１項の規定により常勤職員の代替職員として任用される臨時的任用職員、育児短時間勤務職員若しくは育児休業に伴う任期付採用職員（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員を含む。）及び地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律等の規定により任用される任期付職員については、「常勤」の一般職員として、地公災法の適用対象職員として扱うこととなっています。　

　常勤職員（令第１条職員を含む。）については、特別職、一般職を問わず地公災法が適用されますが、非常勤職員を含めた地方公務員に対する災害補償制度の適用法令及び補償実施機関についてまとめると次の表のとおりとなります。
(6) 一般地方独立行政法人の役員及び職員
平成15年10月1日施行の「地方公務員災害補償法の一部を改正する法律」により、一般地方独立行政法人の役員及び一般地方独立行政法人に使用される者で、給与を受ける者のうち常時勤務することを要する者についても地公災法の適用職員となりました。

地方公務員災害補償制度適用法令等一覧表

	常勤・

非常勤

の別
	職
	対　　象　　者
	適　用　法　令　等
	補償実施機関

	常　　勤　　職　　員
	（再任用短時間勤務・任期付　

短時間勤務・常勤的非常勤含む）　　
	特 別 職
	知事・市町村長・一部事務組合管理者広域連合長・副知事・副市町村長
監査委員（常勤）

企業管理者・教育長
	地方公務員災害補償法
	　
地方公務員

災害補償基金

	
	
	一 般 職
	一般職員・教育職員・警察職員
・消防職員・企業職員・臨時的任用職員（注）・任期付職員
	
	

	非　常　勤　職　員

	特　　　別　　　職
	議会議員・監査委員・行政委員会の委員・地方公共団体の附属機関の委員・統計調査員・民生委員・母子自立支援員・その他労働基準法別表第１に掲げる事業（以下「労基法別表事業」という）以外の事業に雇用される非常勤の者
	地方公務員災害補償法に基づく条例（法第69条）
	地方公共団体


	
	
	学校医・学校歯科医・学校薬剤師
	公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律に基づく条例
	

	
	
	消防団員・水防団員
	消防組織法に基づく条例及び消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律
	市　町　村

	
	
	失業対策事業の労働者、その他労基法別表事業に雇用される非常勤の者
	労働者災害補償保険法
	国（厚生労働省）

	
	一　般　職
	労基法別表事業所以外の事業に雇用される会計年度任用職員等
	地方公務員災害補償法に基づく条例（法第69条）
	地方公共団体

	
	
	労基法別表事業に雇用される会計年度任用職員等
	労働者災害補償保険法
	国（厚生労働省）

	　
　
	船員
	労働者災害補償保険法
	国（厚生労働省）


注：地方公務員法第22条の３第１項又は第４項の規定により任用された臨時的任用職員、地方公務員の育児休業等に関する法律第６条第１項第２号の規定により常勤職員の代替職員として任用された臨時的任用職員及び女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律第３条第１項の規定により常勤職員の代替職員として任用された臨時的任用職員をいいます。
2　補償及び福祉事業の種類と給付内容

(1)　補償及び福祉事業一覧

　　[補償一覧表]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年４月現在
	種　　　類
	説　　　　　　　　明
	支　　給　　内　　容

	療　養　補　償
	公務災害、通勤災害で療養補償の必要な場合において、治ゆまでの間、必要な治療を行い（現物給付）、又は必要な療養の費用を支給（金銭給付）する。
	現物給付　基金指定医療機関（65Ｐ～67Ｐ参照。）での療養

金銭給付　基金指定医療機関以外での療養・その他の療養費

（給付対象）

１　診察

２　薬剤又は治療材料の支給

３　処置、手術その他の治療

４　居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護

５　病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護

６　移送（詳細は21Ｐ参照。）

	休　業　補　償
	療養のため勤務することができず、かつ、そのために給与を受けない期間（本来勤務を要しないこととされている日も含む。）のある場合支給する。

ただし、刑事施設等に拘禁又は収容されている期間及び、傷病補償年金受給者については支給しない。（日額として支給する。）
	・１日の勤務のうち全部を休業する場合

平均給与額×60/100－職員の受ける給与の額

・１日の勤務時間のうち一部を休業する場合

（平均給与額－職員の受ける給与の額）×60／100

· 離職後において休業補償の支給要件を満たしているとき

平均給与額×60／100÷7.75×療養に要する時間（7時間45分を限度）

	傷病補償年金
	療養の開始後1年6か月を経過した日、又は同日後において治ゆせず、障害の状態が傷病等級第1級から第3級までに該当する場合。

（当該障害の状態が継続している間、年金として支給する。）
	　 1級313日

平均給与額× 2級277日

　　　　　　 3級245日

	障　　害　　補　　償
	障害補償
年金
	治ゆしたときに、障害等級第1級から第7級までの等級に該当する障害が残った場合。

（年金として、毎年支給する。）
	　 1級313日　4級213日　7級131日

平均給与額× 2級277日　5級184日

　　　　　　 3級245日　6級156日

（前払一時金；年金の一部を前払いする。）

（差額一時金；年金受給者が死亡したとき既払分と法附則第5条の2により求めた額との差額を支給する。）

	
	障害補償
一時金
	治ゆしたときに、障害等級第8級から第14級までの等級に該当する障害が残った場合。（一時金として、一回支給する。）
	　  8級503日　12級156日

平均給与額×  9級391日　13級101日

　　　　　　 10級302日　14級 56 日

　　　　　　 11級223日

	介護補償
	傷病等級第1級

障害等級第1級

傷病等級第2級第2号又は第3号　　　に該当する年金

障害等級第2級第3号又は第4号

の受給者のうち、当該支給の事由となった障害により、常時又は随時介護を要する状態にあり、かつ、常時又は随時介護を受けている場合。

　ただし、病院、診療所、身体障害者療護施設等に入院、入所している場合を除く。（月額として支給する。）
	介護の程度

一律定額

限 度 額

常時介護

77,890円

172,550円

随時介護

38,900円
86,280円

（一律定額を最低保障し、限度額の範囲で支給する。）

	遺　　族　　補　　償
	遺族補償
年金
	職員が公務上死亡し、又は通勤により死亡した場合において、年金受給権者（15P参照。）がいる場合。（職員の死亡の当時、その収入により生計を維持していた受給資格者（15P参照。）のうち、最先順位の者に支給する。年金として、毎年支給する。）
	（遺族の人数による日数）

1人　 153日　3人　　223日

平均給与額× 1人(注)175日　4人以上245日

　　　　　　 2人　 201日

(注)55歳以上又は障害者である妻の場合

（前払い一時金；年金の一部を前払いする。）

	
	遺族補償
一時金
	職員が公務上死亡し、又は通勤により死亡した場合において、年齢制限等により年金受給権者（15P参照。）がいない場合。

（遺族補償年金支給途中に受給権者が失権した場合を含む。一時金として、最先順位者に1回支給する。）
	（職員との続柄による日数）

平均給与額× 配偶者、子、父母、孫

　　　　　　 祖父母、兄弟姉妹　　　　1,000日

　　　　　　 同一生計の三親等内の親族  700日

　　　　　　 同一生計の上記以外の者　  400日

	葬祭補償
	職員が公務上死亡し、又は通勤により死亡した場合において、葬祭を行う者（現に葬祭を行う者で、遺族に限らない。）に対して支給する。
	平均給与額× 30日＋315,000円

　　〃　　× 60日　　　　　　　　　いずれか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　多い額


　　[福祉事業一覧表]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年４月現在
	種　　　類
	説　　　　　　　　明
	支　　給　　内　　容

	外科後処置
	障害等級に該当する程度の障害が存する者で、義肢装着のための断端部再手術等の処置の必要な者に対して処置等行う。
	診察、薬剤又は治療材料の支給、処置、手術その他の治療等又はその費用

	補装具の支給
	障害等級に該当する程度の障害が存する者に、必要な補装具の支給。
	義肢、装具、義眼、眼鏡、車いす等の支給

	リハビリ
テーション
	障害等級に該当する程度の障害が存する者で、社会復帰のために必要と認められる訓練を行う。
	機能訓練、職業訓練等の訓練費用

	アフターケア
	外傷による脳の器質的損傷を受けた者、頭頸部外傷症候群、頸肩腕症候群、一酸化炭素中毒症、腰痛又は減圧症を有する者、せき髄損傷者、尿道狭さくを有する者、白内障等の眼疾患を有する者で障害等級表に定める程度の障害が存する者及び慢性のウイルス肝炎となった者等に対して、処置を行う。
	診察、薬剤又は治療材料の支給、処置、手術その他の治療等又はその費用

	休業援護金
	療養のため勤務することができず、かつ、そのために給与を受けない期間のある場合に支給する。（実質的に休業補償の上積を行う制度。）
	平均給与額×20／100
又は80／100に満たない差額

	在宅介護を行う
介護人派遣
	傷病補償年金又は障害補償年金（1～3級）受給者で、居宅において介護を要するものに介護人の派遣等を行う。
	指定事業者からの介護人派遣又は費用の支給

（自己負担3割。）

	長期家族介護者
援護金
	傷病等級又は障害等級第1級である各年金の受給権者

（せき髄その他神経系統の機能若しくは精神又は胸腹部臓器の著しい障害により、常に又は随時介護を要する者に限る。）が、当該年金を支給すべき事由が生じた日の翌日から起算して10年を経過した日以後に死亡した場合（その死亡が公務上の災害又は通勤による災害と認められる場合を除く。）に、一定の要件を満たす遺族で最先順位にある者（15P参照。）に対して、生活援護の趣旨で支給する。ただし、2以上の障害を持つ者が併合によって第1級と決定された場合は、支給対象とならない。
	100万円

（受給権者が2以上いる場合は、その人数で除した額をそれぞれ支給する。）

	奨学援護金
	年金たる補償の受給権者等の学費の支弁を援護するものとして、平均給与額が16,000円以下で、学費の支弁が困難であると認められる場合に支給する。
	1人月額 　小学校14,000円　高校18,000円

　中学校18,000円　大学39,000円

（表記学校と同等の学校を含む。）

	就労保育援護金
	年金たる補償の受給権者等の未就学の児童の保育費用を援護するものとして、平均給与額が16,000円以下で、保育所等の保育費用を援護する必要があると認められる場合に支給する。
	1人月額12,000円

（幼稚園を含む。）

	傷　　　　　病
	特別支給金
（一時金）
	傷病補償年金の受給権者に対し、見舞金の趣旨で支給する。（一時金として、1回支給する。）
	傷病等級　　1級114万円　3級100万円

　2級107万円

	
	特別給付金
（年金）
	傷病補償年金の受給権者に対し、期末手当等の特別給付を年金給付内容に反映させる趣旨で支給する。（年金として、毎年支給する。）
	傷病補償年金額×20／100

（傷病等級1級150万円×313／365

2級150万円×277／365

3級150万円×245／365限度。）


	種　　　類
	説　　　　　　　　明
	支　　給　　内　　容

	障　　　　　　　　　　　　　　　　　　　害
	特別支給金
（一時金）
	障害補償の受給権者に対し、見舞金の趣旨で支給する。（一時金として、1回支給する。）
	障害1級　　2級　　　3級　　　4級　　　5級

342万円  320万円  300万円  264万円  225万円

6級　　　7級

192万円　159万円（障害補償年金受給者）

障害8級　　9級　　 10級　　11級　　12級

65万円   50万円   39万円   29万円  20万円

13級　　14級

14万円　8万円（障害補償一時金受給者）

	
	特別援護金
（一時金）
	障害補償の受給権者に対し、生活費の一時的出費を援護する趣旨で支給する。（一時金として、1回支給する。）
	障害1級　　　2級　　　　3級　　　　4級

1,540万円  1,500万円   1,460万円   875万円

5級　　　　6級　　　　7級　　（年金

745万円　  615万円　    485万円　受給者）

障害8級　　　9級　　　 10級　　　 11級

320万円    250万円      195万円   145万円

12級　　　　13級　　　　14級　（一時金

105万円     75万円　    45万円　　受給者）

障害1級　　　2級　　　　3級　　　　4級

915万円    885万円      855万円   520万円

5級　　　　6級　　　　7級　　（年金

445万円　  375万円　    300万円　受給者）

障害8級　　　9級　　　 10級　　　 11級

190万円    155万円      125万円    95万円

12級　　　　13級　　　　14級　（一時金

75万円     55万円　    40万円　　受給者）

	
	特別給付金
（年金）
	障害補償年金の受給権者に対し、期末手当等の特別給付を年金給付内容に反映させる趣旨で支給する。（年金として、毎年支給する。）
	障害補償年金額×20／100

（1級150万円×313／365　　2級150万円×277／365

3級　〃　　×245／365　　4級　〃　  ×213／365

5級　〃　  ×184／365　　6級　〃　　×156／365

7級　〃　　×131／365　　　　　　　　　 　限度。）

（障害差額特別給付金；障害補償年金差額一時金の支給がされた場合に調整される。）

	
	特別給付金
（一時金）
	障害補償一時金の受給権者に対し、期末手当等の特別給付を給付内容に反映させる趣旨で支給する。（一時金として、1回支給する。）
	障害補償一時金額×20／100

（ 8級150万円×503／365　　 9級150万円×391／365

10級　〃　　×302／365　　11級　〃　　×223／365

12級　〃　　×156／365　　13級　〃　　×101／365

14級　〃　　× 56／365　　　　           　　限度。）

	遺　　　　　　　　　　　　　　　　族
	特別支給金
（一時金）
	遺族補償の受給者に対して、弔慰・見舞金の趣旨で支給する。（一時金として、1回支給する。）
	遺族補償年金の受給権者　　　　300万円

　〃　一時金の受給権者　1,000日の者300万円

　　　　　　　　　　　　  700日の者210万円

　　　　　　　　　　　　  400日の者120万円

	
	特別援護金
（一時金）
	遺族補償の受給権者に対して、生活費の一時的出費を援護する趣旨で支給する。（一時金として、1回支給する。）
	　　　　　　　　　　　　公務災害　　　　　通勤災害

遺族補償年金の受給権者　1,735（1,795）万円　1,115万円　　　　　　　　　　　　

　〃　一時金の受給権者

1,000日の者　1,735（1,795）万円　1,115万円
  700日の者　1,215（1,255）万円　　780万円
  400日の者　　695（720）万円　　  445万円
※カッコ内の支給額は、令和４年７月１日から令和５年３月31日までの間に支給事由が生じた場合における金額

	
	特別給付金
（年金）
	遺族補償年金の受給権者に対し、期末手当等の特別給付を年金給付内容に反映させる趣旨で支給する。（年金として、毎年支給する。）
	遺族補償年金額×20／100

（1人　　下記の妻以外の者150万円×153／365

　　　　55歳以上又は

　　　　一定の障害の状態にある妻×175／365

2人　　　　　　　　　　　　　　×201／365

3人　　　　　　　　　　　　　　×223／365

4人以上　　　　　　　　　　　　×245／365

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　限度。）

	
	特別給付金
（一時金）
	遺族補償一時金の受給権者に対し、期末手当等の特別給付を給付内容に反映させる趣旨で支給する。（一時金として、1回支給する。）
	遺族補償一時金額×20／100

（一時金1,000日の者150万円×1,000／365

　　　　  700日の者　　　　　  700／365
　　　　  400日の者　　　　　  400／365

　　　　　　　　　　　　　　　　　　限度。）


支給内容については、表に記載したもの以外に支給限度、自己負担等のあるものがあります。

遺族補償における受給資格者及び受給権者

次の表に掲げる者で、職員の死亡の当時その収入によって生計を維持していた者が「受給資格者」となり、その中で、最先順位の者が「受給権者」となります。

	職員との続柄
	職員が死亡した当時の年齢
	受給権の順位

	配　　偶　　者

（内縁関係を含む）
	妻
	年齢は問わない。
	1

	
	夫
	60歳以上の者
	ただし、一定

の障害の状態

にある場合は

年齢を問わな

い。
	

	子

（養子を含む）
	18歳に達する日以後の最初の

3月31日までの間にある者
	
	2

	父　　　　　母

（養父母を含む）
	養
	60歳以上の者
	
	3

	
	実
	
	
	4

	孫
	18歳に達する日以後の最初の

3月31日までの間にある者
	
	5

	祖　　　父　　　母
	60歳以上の者
	
	6

	兄 　弟　 姉　 妹
	18歳に達する日以後の最初の

3月31日までの間にある者又

は60歳以上の者
	
	7

	特　 例　 遺　 族
	55歳以上60歳未満の者
	
	8


(注)　年齢は、職員の死亡当時の年齢によります。

※特例遺族（法附則第7条の2）

昭和60年の法律改正により、遺族補償年金の受給資格者のうち年齢制限の定められている者の年齢が55歳から60歳に引き上げられ、特例措置が設けられました。

その内容は、職員の死亡の当時、その収入によって生計を維持し、かつ、55歳以上60歳未満であった夫、父母、祖父母及び兄弟姉妹（以下「特例遺族」という。）は、受給資格者とされました。ただし、60歳に達するまでの特例遺族は、年金額を算定する際の受給資格者の人数には含めないこととされました。

特例遺族が年金を受けるべき順位は、他の受給資格者より後順位とされ、特例遺族のうちにあっては、夫、父母（養父母は、実父母より先順位）、祖父母及び兄弟姉妹の順序となります。また、特例遺族が受給権者となった場合については、支給決定は行いますが、その者が60歳に達するまでの間は、年金の支給は停止されます。

 (2)　療養補償の範囲

	療　養　の　範　囲
	適　　　　　　　　　　用

	1　診　　察

(1)　医師及び歯科医師の診療（往診を含む）

(2)　療養上の指導及び監視

(3)　診断上又は、診療上必要なあらゆる化学的定性検査・顕微鏡検査・レントゲン検査及びその他の検査

(4)　認定・補償請求上必要な診断書、処方箋、交通事故証明書、その他意見書等の文書

2　薬剤又は治療材料の支給

(1)　内用薬及び外用薬の支給又はガーゼ、包帯、油紙、容器、コルセット、固定装具、副木等の治療材料

(2)　便器、氷のう、水枕、ゴム布等の療養器材で医師が必要と認めたもの

(3)　自ら売薬を求めた場合の費用で医師が必要と認めたもの

3　処置、手術その他の治療

(1)　包帯の巻替、薬の塗布、患部の洗浄、あん法、点眼、注射、輸血、酸素吸入等の処置


	1　診察の範囲

(1)  療養補償は、公務上又は通勤による傷病に対する必要な療養について行うものであり、その内容は医学上、社会通念上妥当と認められるものでなければならない。したがって転医については、医療上又は勤務上の必要による場合等は原則として認められるが、重複診療その他被災職員の恣意による場合等は原則として必要な療養とは認められない。

(2)　診断書等の文書料は、補償の実施上必要な文書に限り療養補償の対象として認められ、服務関係等他の目的に使用するものは認められない。

2　薬剤又は治療材料の支給の範囲

(1)　薬剤については、医師が必要と認める限り、原則として認められる。

(2)　治療材料については、医師が治療上必要と認めたもの又は直接治療に関係があると認められるものが補償の対象として認められるが、療養中でなくても、日常生活に一般に必要とされる用品については、原則として認められない。

なお、松葉づえ、コルセット等「福祉事業」と重複するものであっても、治療上必要なものは認められる。

(3)　歯科補綴における金等の使用については、歯科補綴の効果又は技術上の特別の必要から金等を使用することを適当とする場合に限られる。

3 処置、手術その他の治療の範囲

(1)ア  輸血には、輸血の処置費、血液の料金、血液の輸送費、血液の検査料等が含まれる。この場合、家族等による輸血の場合も一般の保


	療　養　の　範　囲
	適　　　　　　　　　　用

	(2)　切開、創傷処理及び手術並びにこれらに伴う麻酔

(3)　その他の治療

ア　 熱気療法、温浴療法、紫外線療法、放射線療法、日光療法、機械運動療法、高原療法等

イ　　温泉療法、マッサージ、はり、きゅう、柔道整復等で、医師が必要と認めたもの


	存血液による輸血の場合と同様に認められる。

イ  臓器の移植に関する法律の規定に基づき、脳死した者の身体へ、臓器摘出までの間、人工呼吸器等の処置が療養の給付に継続して行われた場合の処置を含む。

(2)  手術等については、現在の医学通念から一般にその治療効果が認められている方法によることが必要である。

(3)ア　 熱気療法、温浴療法等の各種療法については、医学上必要と認められるものであり、医師の指導のもとに行われるものが認められるものであり、恣意的に行うものは認められない。 

イ　温泉療法については、温泉の化学的作用等によりその治療効果が期待できるような疾病の場合に限り認められるものであり、その適応する温泉の選択、入浴方法等について医師の直接の指導が必要であるので、原則として温泉病院、温泉療養所において行うものに限られる。

ウ　柔道整復師による施術については、療養上必要と認められるものは補償の対象として認められるが、脱臼又は骨折の患部に対する施術については応急手当の場合を除き、医師の同意を得たものに限られる。なお、この場合の医師の同意については、医師の同意を得た旨が施術録に記載されていることが認められれば、医師の同意書を添付する必要はない。

エ　あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師による施術については、医師が必要と認めたものに限り、認められるものであるので、


	療　養　の　範　囲
	適　　　　　　　　　　用

	4　居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護
(1)　居宅における療養上の管理

　　　居宅において療養を行っている者（通院の困難なものに限る。）に対する病院

又は診療所の医師が行う計画的な医学管理

(2)　居宅における療養に伴う世話その他の看護

ア　居宅において継続して療養を受ける状態にある者で、医師が必要と認めた場合の看護師等の行う療養上の世話又は診療の補助（訪問看護事業者によるものを含む。）

イ　重症のため医師が常に看護師（看護師がいないためにこれに代わって看護を行う者を付した場合を含む。）の看

護を要するものと認めた場合の看護料（アに掲げるものを除く。）

(3)　(2)のイの看護料は、当該地方の看護師（看護師がいないためにこれに代わって　　看護を行う者を付した場合は当該者）の慣行料金による。

(4) 　(3)の看護料等に食事料が含まれていない場合は、一日につき1,800円の範囲内

で現実に要した食事の費用


	医師の同意書を添付すること。

　　　なお、マッサージ療法については、特に治ゆ認定との関係に留意されたいこと。

4　居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護の範囲

(1) 　「療養上の世話又は診療の補助」とは、医療機関が行う在宅患者訪問看護等及び訪問看護事業者による訪問看護をいうものであり、訪問看護指示書及び訪問看護計画書に基づく内容を対象とし看護師等の行う看護の他、理学療法士及び作業療法士が行う診療の補助も含まれる。

(2)　「看護を要するものと認めた場合」とは、次　のアからウまでのいずれかに該当する場合であること。

ア　病状が重篤であって、絶対安静を必要とし、看護師等が常時監視を要し、随時適切な処置を講ずる必要があると医師が認めた場合

イ　病状は必ずしも重篤ではないが、手術等により比較的長時間にわたり、看護師等が常時監視を要し、随時適切な処置を講ずる必要があると医師が認めた場合

ウ　その他体位変換又は床上起座が常時不可能又は不能であるもの、食事及び用便について常時介助を必要とするもの等で、看護師等の看護が特に必要、かつ、相当と医師が認めた場合

(3)　(2)の場合の医師の証明については、看護を必要とする理由及びその期間を明示すること。

(4)　被災職員が(2)の場合に有料職業紹介機関を通じて看護師等を求めたときに負担した受付手数料及び紹介手数料等については療養補償の対象


	療　養　の　範　囲
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	5　病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護
(1) 病院又は診療所への入院

　　ア　入院（入院に伴う食事を含む。）

　　イ　入院中死亡した場合の死体の安置

(2)　病院又は診療所における療養に伴う世話その他の看護

ア　重症のため医師が常に看護師（看護師がいないためにこれに代わって看護を行う者を付した場合を含む。）の看

護を要するものと認めた場合の看護料

イ　看護師又はこれに代わって看護を行う者を得られないためにこれに代わって家族が付き添った場合は、その付添の費用

(3)　(2)のアの看護料又は、(2)のイの付添の　
	として認められるものであり、その額は、社会通念上当該地域において妥当と認められる額の範囲内で実際に負担した額とする。

(5)　(2)の場合看護師及びこれに代わって看護を行う者の往復旅費については、被災職員がその療養の地域から看護師等を求めることができないため、やむを得ず当該地域以外の地域から看護師等を求めた場合であって、かつ、看護師等の旅費を被災職員が負担した場合に、看護師等の雇入れ期間を通じ１回に限りその旅費を療養補償の対象として認めるものとし、その額は、看護師等の居住地から被災職員の療養の地までの間の１往復に要する額で被災職員が実際に負担した額（社会通念上当該地域において妥当と認められる額の範囲内に限る。）とする。

5　病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護の範囲

(1)　個室又は上級室の使用については、次のアからエまでのいずれかに該当する場合であって当該個室又は上級室に被災職員を収容せざるを得ないと認められる事情の存する期間についてのみ認められる。

　　　なお、個室とは１人、上級室とは２人以上の患者を収容する室で普通室以外のものをいう。

ア　療養上他の患者から隔離しなければ適切な診療を行うことができないと認められる場合

イ　傷病の状態から、隔離しなければ他の患者の療養を著しく妨げると認められる場合

ウ　被災職員が赴いた病院又は診療所の普通室が満床で、かつ、緊急に入院療養させる必要があると認められる場合


	療　養　の　範　囲
	適　　　　　　　　　　用

	費用は、当該地方の慣行料金による。

(4)　(3)の看護料等に食事料が含まれていない場合は、一日につき1,800円の範囲内で現実に要した食事の費用


	エ　その他特別な事情があると認められる場合

(2)　個室又は上級室の使用料については、社会通念上当該地域において妥当と認められる額の範囲内で被災職員が実際に負担した額が認められる。

(3)　入院中の暖冷房費、電気代、ガス代等で入院料とは別に医療機関から当然に請求されるもの（当該器具の使用等について、被災職員等の選択にまかせられている場合を除く。）について

は入院料とみなす。

(4)　入院中の寝具料については、被災職員が入院した医療機関から寝具の貸付を受け、これを使用した場合又は貸寝具業者から寝具を借用し、その賃借料を負担した場合には、当該地域における標準的な賃借料の範囲内で実際に負担した額が認められる。

(5)　「看護を要するものと認めた場合」とは、4の(2)のアからウまでのいずれかに該当する場合における看護をいうものであること。

(6)　被災職員が健康保険における入院基本料の届出をした医療機関に入院している場合の看護については、(5)の看護は、原則として必要な療養とは認められないものであるが、特別な事情があると認められる場合はこの限りでない。

　　また、被災職員1人につき看護師等2人以上による同時の看護の場合についても同様であること。

(7)　(5)の場合の医師の証明、有料紹介機関を通じて看護師等を求めたときの紹介手数料及び看護師等の往復旅費の取扱いについてはそれぞれ4


	療　養　の　範　囲
	適　　　　　　　　　　用

	6　移　　送
(1) 　災害の発生場所から病院、診療所等まで移送する場合又は療養中他の病院、療

養所等へ転送を必要とする場合の交通費、人件費及び宿泊料

(2)　病院、診療所等へ受診又は通院のための交通費

　　　タクシー通院については事前に基金支部に協議のこと

(3)　独歩できない場合の介護付添に要する費用

(4)　災害の発生場所、病院又は診療所などから自宅までの死体運搬の費用

(5)　その他必要と認められる移送の費用で現実に要したもの


	の(3)、(4)及び(5)を準用する。

6　移送の範囲

(1)　療養上必要、かつ、相当なものに限り療養補償の対象となるものであり、医学上の理由もなく遠隔地の病院、診療所等へ行った場合や被災職員の恣意により転医した場合等は対象とならない。

(2)　病院、診療所等への受診又は通院のための交通費については、一般的には電車、バス等の交通機関の利用について認められるものであり、タクシー、ハイヤー等の利用は、被災職員の傷病の部位及び状況等からみて、やむを得ずこれらの交通機関を利用しなければならなかったものと認められる場合に限られる。この場合、その額は、社会通念上当該地域において妥当と認められる額の範囲内で、被災職員が実際に負担した額とする。また、やむを得ず友人等の自家用車を利用して謝礼等を支払った場合においても、同様、社会通念上妥当と認められる額の範囲内で実際に負担した額が認められる。

　　　なお、交通費については、領収書等を徴収することができない場合が多いと思われるが、移送の事実が立証でき、かつ、当該交通機関の料金が別途立証できれば、必ずしも領収書等の添付は必要としない。

　　　なお、通勤手当等の他の給付と重複する場合は、療養補償の対象とはなりません。

(3)　宿泊料については、特殊な検査のため遠方の病院に移送する等の場合で、その距離、被災職員の症状等からみて宿泊を必要とすると認められるときは、社会通念上当該地域において妥当


	療　養　の　範　囲
	適　　　　　　　　　　用

	7　 上記1から6までに掲げる療養の範囲内で、個々の負傷又は疾病について医学上又は社会通念上必要かつ相当と認められるもの

	と認められる額の範囲内で被災職員が実際に負担した額が認められている。

(4)　独歩できない場合の介護付添に要する費用については、給与を受けている者が付き添った場合は付き添ったことによりその者が失った給与の額に相当する額が介護付添料として認められる。

　　　ただし、その額が、国家公務員等の旅費に関する法律別表第1に定める日当の最低額に満たない場合は、当該日額の最低額とする。又、給与を受けていない者が付き添った場合も同じである。

　　　なお、介護付添人の交通費、宿泊料については被災職員の場合と同様、認められる。

(5)　入院・退院のための寝具、日用品等の運送費についても認められる。




 3　第三者行為災害

 (1)　第三者行為災害とは

交通事故や殴打事件など、公務災害や通勤災害が第三者の不法行為によって生じ、その損害賠償責任が第三者にあるものを、第三者行為災害といいます。
　　　第三者とは、「被災職員及びその職員の所属する地方公共団体並びに基金以外の者」をいい、災害の原因となった不法行為について損害賠償責任を負う者です。したがって、職務遂行中の同僚職員の加害行為によって災害が発生した場合の同僚職員や、被災職員の属する地方公共団体とは別の地方公共団体による加害行為によって災害が発生した場合の当該地方公共団体は第三者となります。
また、同僚間の事故で、お互いに職務遂行中の事故については、基本的に求償はしません。

 (2)　損害賠償と補償との調整

第三者加害による災害を受けた場合、被災職員は第三者に対する損害賠償請求権と基金に対する補償請求権とを併せて持つことになります。しかし、この場合損害の補てんが重複して行われることとなるため、地公災法第59条で調整規定が設けられています。

①　第三者からの賠償（示談）を先行する場合（賠償先行）

被災職員が、基金の補償に先行して第三者からの損害賠償を受けた場合、その損害賠償のうち補償と同一事由による賠償の額の限度において、基金は補償の義務を免れる（免責）ことになります。

②　基金からの補償を先行する場合（補償先行）

	①　賠償先行のメリット

　　基金の補償は、身体的損害に限られますが、第三者や保険会社等の賠償責任者に対して

　 は、慰謝料や物的損害を含む損害額についても総合的に示談交渉を行うことができるため、

  賠償責任者が全額の支払いに応じている場合等、円滑な示談交渉が行うことができる状況に
おいては、賠償先行とした方が受給権者のメリットとなることがあります。

②　補償先行のメリット

　　 第三者が不明又は賠償能力がない等、損害賠償を受けることが不可能な場合はもとより、

示談交渉が難航する場合、あるいは過失割合があるため自己負担額が生じる場合等には、補　　　　　　

償先行とした方が、被災職員の負担が軽減され、受給権者のメリットとなることがあります。
※損害の原因者（第三者）に第一義的な賠償責任（原因者責任）があり、補償先行とする場合でも、基金から第三者へ求償を行うこととなるため、賠償先行及び補償先行のいずれであっても第三者に金銭負担は生じることとなります。



基金が第三者の損害賠償に先行して補償を行ったときは、基金は補償額の限度において、被災職員の第三者に対して有する損害賠償請求権を代位取得し、これを請求する（求償）ことになります。
　　　　　　賠償先行の場合　　　　　　　　　　　　　　補償先行の場合


　　　基金支部　　　　　　　　　　　　　　　　　基金本部


　　　　　免責　　　　　　　　　　　　　　　　①　　　　②　　　　③求償

　　　　　　　　◎加害　　　　　　　　　　　　請求　　　補償

　　　被災職員　①請求　　第三者　　　　　　　　被災職員　　　　　　第三者

　　　　　　　　②賠償　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎加害


(3)　校内暴力事件等で未成年者が第三者である場合の留意点

小中学校等での校内暴力事案についても第三者行為災害となりますが、小学校を卒業する概ね12歳までの児童は、一般的に責任能力がないと考えられており、その場合加害者本人に損害賠償責任は生じないため、加害者本人に求償は行いません。加害者が概ね12歳以上の中学生の場合は、加害者本人に責任能力があると考えられているので、求償を行います。
　したがって、第三者が未成年者であっても、第三者行為災害として基金が補償先行する場合は、求償していくことがありますので、損害賠償請求権を放棄するような安易な発言はしないよう留意してください。

　第三者行為災害に該当する場合は、第三者行為災害に関する届出等（第4章　6第三者行為災害に関する届出等　参照。）に特に留意すること。

４　交通事故に遭った場合

(1)　警察に対する事故届

　　事故届は、行政上の要請に基づく行為であり、交通事故にあったら、当該車両の運転者はもちろ
ん、運転していない場合の被害者でも警察官又は警察署に、①　事故発生の日時、②　死傷者の数
及び負傷者の負傷の程度、③　破損した物及びその程度を報告しなければならないとされています。
（道路交通法第72条第１項）
したがって、軽傷であっても人身事故として、警察に届出をし、後日、「物損事故扱い」ではなく、「人身事故扱い」の交通事故証明書を入手できるようにしておく必要があります。

　　単に、事故当時傷害の事実を届けていなかったために物損扱いとされているような場合には、傷害の事実を警察に申し出て、人身事故扱いに訂正する必要があります。

(2)　医師の診断書の交付
　　　軽い怪我であると思っても、後で症状が悪化する場合もあるので、必ず医師の診断を受けて診
断書の交付を受けてください。診断書は、交通事故証明書とともに、保険請求等に欠かせないもの
です。

(3)　第三者の身元関係の確認
　　第三者の氏名・住所・職業・連絡先等を確認し、記録しておく必要があります。また、第三者が
業務中の場合は、使用者の氏名・住所・連絡先（会社名）を確認して、記録しておいてください。

なお、ひき逃げのような場合は、車両のナンバープレート、車種・色等を覚えておき、すぐ警察
に通報してください。
(4)　目撃者の確保
　　　被災職員と第三者がお互いに自分に有利な主張を行うことも考えられます。しかし、目撃者の証言があれば話し合いは容易になります。目撃者等を確保しておき、いつでも連絡がとれるようにしておく必要があります。
(5)　自動車保険の契約関係の把握
　　　自動車の保険には、加入を強制されている保険（自動車損害賠償責任保険。以下「自賠責保険」
という。）と契約したいと思う人が損害保険会社と自由に契約を結ぶ保険（以下「任意保険」とい
う。）とがあります。被災職員が受けた損害について第三者に賠償してもらう場合、頼りになるの
は第三者側が契約している自賠責保険であり任意保険です。したがって、契約保険会社名、保険証
明書番号、契約者名、保険期間など調査の上、把握しておく必要があります。
　

上記の、第三者から賠償を受ける「自賠責保険」及び「任意保険」の他、被災職員が自ら契約する任意保険として、自動車事故の運行に起因する事故等により自らの身体に損害を被った場合に、被災職員自身の損害に対して保険金が支払われる「人身傷害補償保険」（以下、「人傷保険」という。）を、被災職員が自らの保険において契約している場合があります。

　　　この人傷保険の保険金は、対人賠償保険と同様、傷害、後遺障害及び死亡による損害を補填する性格のものですので、人傷保険約款上、被災職員等が同一の事由について重複して損害の補償を受けられないものとなっています。地方公務員災害補償基金による補償を受けた場合（基金からの補償先行の場合）は、その同一の事由について保険会社から補償は受けられません。

　　　そこで、被災職員が人傷保険に契約しているかどうかの確認が必要となりますので、認定請求の際に提出する「第三者行為災害届」に、人傷保険の加入の有無、加入していればその内容について記載をお願いします。
５　補 償 等 の 制 限

(1)　補償制限の意義
公務災害又は通勤災害が、被災職員の故意の犯罪行為若しくは重大な過失により生じたとき、又は正当な理由がなく、療養に関する指示に従わないことにより負傷、疾病若しくは障害の程度を増進させ、若しくはその回復を妨げたときは、休業補償、傷病補償年金又は障害補償の全部又は一部を支給しないこととしています。（法第30条）
これは、職員に重大な過失等があった場合には、使用者の無過失責任の一部を免除する趣旨のものです。
(2)　補償制限の内容

　　ア　故意の犯罪行為又は重大な過失があった場合は、その療養の開始から3年以内の期間に限り、支給すべき、休業補償、予後補償、傷病補償年金又は障害補償について、100分の30に相当する額を減額することができます。（規則第28条第1項）

　　イ　療養に関する指示に従わないことにより負傷、疾病若しくは障害の程度を増進させ、又は回復を妨げた場合は、1回につき、休業補償又は予後補償を受ける者にあっては、10日間、傷病補償年金は年金の365分の10に相当する額の支給を行わないことができます。（規則第28条第2項）

(3)　福祉事業制限の内容　
上記(2)により、傷病補償年金又は障害補償について補償制限が行われる場合には、傷病特別支給
金、障害特別支給金、傷病特別給付金又は障害特別給付金についても100分の30に相当する額が減額されることになります。（規程第29条の12）

６　特殊公務災害

(1)　特殊公務災害の意義
警察官、消防吏員等の職員は、その任務の遂行に当たって生命又は身体に対する高度の危険が予測されるにもかかわらず、職責上あえてその職務を遂行しなければならない場合があることにかんがみ、これらの職員が、その生命又は身体に対する高度の危険が予測される状況の下において、犯罪の捜査、火災の鎮圧その他施行令で定める職務に従事し、そのため公務上の災害を受けた場合には、傷病補償年金、障害補償又は遺族補償について特殊の加算措置を講じることとされています。（法第46条）
(2)　特殊公務災害の要件
特殊公務災害補償の対象となる職員は、警察官、警察官以外の警察職員、消防吏員（常勤の消防団員を含む。）、麻薬取締員及び災害対策基本法第50条第1項第1号から第3号までに掲げる事項に係る災害応急対策に職務として従事する職員とされています。（施行令第2条の3第1項）
特殊公務災害は、これらの職員がその生命又は身体に高度の危険が予測される状況の下において、犯罪の捜査、火災の鎮圧その他政令で定める職務に従事し、そのために公務上の災害を受けたときに該当するものです。（施行令第2条の3第2項）
(3)　補償の加算
特殊公務災害に該当する場合は、その傷病補償、障害補償又は遺族補償について、傷病・障害等級等に応じて100分の40・45・50の額が加算されます。（施行令第2条の3第3項）
(4)　福祉事業の加算
上記(3)により、傷病補償、障害補償又は遺族補償について加算が行われる場合には、傷病特別給付金、障害特別給付金又は遺族特別給付金の算定の基礎となる額は、その加算を行った後のそれぞれの補償の額となります。
　この規定は、長野県軽井沢町におけるいわゆる浅間山荘事件を1つの契機として、昭和47年に追加されたものです。
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